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１. 17年 2月期の連結業績（平成 16年 2月 21日 ～ 平成 17年 2月 20日）
(1)連結経営成績

　　　   営 業 収 益 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 2月期 1,191,298 2.0 41,795 △ 4.3 39,733 1.2
16年 2月期 1,167,568 △ 1.0 43,666 △ 12.1 39,254 △ 16.9

            当期純利益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

営業収益
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％
17年 2月期 10,878 10.7 56.84 - 5.0 4.2 3.3
16年 2月期 9,827 △ 21.7 51.13 - 4.7 4.3 3.4
(注)①持分法投資損益 17年 2月期        725 百万円          16年 2月期       286 百万円
     ②期中平均株式数(連結) 17年 2月期   189,028,633 株          16年 2月期   189,080,875 株
     ③会計処理の方法の変更 有
     ④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
17年 2月期 982,309 222,612 22.7 1,177.15
16年 2月期 922,261 214,178 23.2 1,132.01
(注)期末発行済株式数(連結) 17年 2月期   188,997,478 株          16年 2月期   189,059,788 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円
17年 2月期 77,493 △ 65,528 12,322 110,603
16年 2月期 59,263 △ 45,132 △ 3,885 85,232

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  23　社   持分法適用非連結子会社数　-　社   持分法適用関連会社数　1　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）  2　社  （除外）   4  社    持分法（新規）   - 　社    （除外）　   2　社

２. 18年 2月期の連結業績予想（ 平成 17年 2月 21日  ～  平成 18年 2月 20日 ）
　 　　　 営  業  収  益 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円
中間期 597,000 19,000 △ 16,300
通　　期 1,220,000 43,000 6,200
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）            32  円   80  銭

※上記の予想は、現時点で入手された情報に基づき判断した予想であります。従いまして、実際の業績は様々な要因により、
   これらの業績予想とは異なることがありますことをご了承おき下さい。
   なお、上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の経営成績及び財政状態の２.次期の予想を
   参照して下さい。



－2－ 

当企業集団の事業の系統図は次のとおりである。 

 
      
 小 売 業      
       

       

 （専門店）      

 ㈱さが美  （総合小売業） 商品供給 （総合小売業）  

 ㈱モリエ    ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．，  

 ㈱パレモ 店舗内出店の賃貸等        ＬＩＭＩＴＥＤ  

 ㈱鈴丹  ユニー㈱    

 ㈱ラフォックス      

 他１０社    （コンビニエンスストア）  

    事務所の賃貸等 ㈱サークルＫサンクス  

  土地・建物の （連結財務諸表提出会社）  サンクス青森㈱  

 （総合小売業） 賃貸借等   サンクス西埼玉㈱  

 ㈱ユーストア    他１１社  

       

       

       

       

 

  

 そ の 他  
 クレジット業務の請負  清掃・警備・保守の請負  店舗の賃貸  商品の供給  

 保険業務・リース取引  （施設管理業）  （不動産賃貸業）  （惣菜等の製造・加工・卸売）  

 （クレジット業・  ㈱サン総合メンテナンス  ㈱ユーライフ  カネ美食品㈱  

 保険代理業）    東名クラウン開発㈱  

 ㈱ＵＣＳ     

 

     （ゴルフ場）  

     青木ヶ原高原開発㈱  

  
他１９社  

 

（注）上記図示のほか、㈱ＵＣＳはグループ各社と保険業務・リース取引及びクレジット業務の請負を、㈱サン総合メンテナンスは 

グループ各社と施設管理業務の請負を行っている。また、カネ美食品㈱は、㈱ユーストアから店舗を賃借し、㈱サークルＫサ 

ンクスへは商品の供給を行っている。 
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２．経営方針 

１.経営の基本方針 

ユニーグループは、総合小売店、コンビニエンスストア、各種専門店をチエーン展開する小売業者として、 

それぞれの店舗が存在する地域社会のお客様に、快適なショッピングの場と、良質で価値ある商品とサービ 

スを提供し、お客様の支持の下に中長期的な利益成長を遂げ、株主の期待に応えてまいります。 

そのため、「買う身になって・・・」をモットーに、常に商品、立地、店舗機能を見直し、お客様へのサ 

ービスレベルを高めるとともに、店舗のスクラップ＆ビルドを積極的に行い、経営資源の効率的な活用と収 

益性の確保に努めてまいります。 

 

２.利益配分に関する基本方針 

配当については、将来の事業展開に備えるため、内部留保による財務体質の維持強化に配慮しながら、安 

定的な配当を継続していくことを基本方針としています。 

当期におきましては、期末配当金として９円を予定しています。年間配当金は、中間配当金の９円を含め、 

前期と同額の１８円を予定しています。当期の内部留保金については、店舗新設等の設備投資に充当する予 

定です。今後とも効率的な資金配分につとめ、財務体質の強化と業績の向上に全力で取り組んでまいります。 

 

３.投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当期末時点における投資単位は５０万円以上となっていますが、投資単位の引き下げについては、市場の 

要請と株券発行、名義書換等の手数料等による費用の増加を勘案し慎重に対処していきたいと考えています。 

 投資単位の引下げの時期については、株券不発行制度導入時期を目途に実施することを検討しています。 

 

４.グループの運営方針 

ユニーグループ企業のうち、上場子会社とは月１度のグループ経営会議を持ち、各社の経営課題や経営戦 

略についての確認と業績状況の把握を行っています。その他の子会社については、２ヶ月に１度同様な会議 

を持ち必要により、ユニー㈱が戦略的な枠組みを示し、総合的な支援を行います。 

また、グループ各社は、以下の運営方針のもと、利益を極大化することにより、それぞれの株主に貢献し 

ます。 

 ①現場、現実に立脚し、迅速な意志決定を行うため、風通しのよいフラットな組織運営を行います。 

 ②価格競争力を維持強化するため、ローコスト経営を行います。 

 ③お客様、株主、従業員に対し透明性の高い経営を目指します。 

 

５.経営課題及び経営戦略 

＜総合小売業（ユニー㈱、㈱ユーストア等）＞ 

①オーバーストアによる競争激化の中で収益力を維持するために、店舗のスクラップ＆ビルドをさらに進 

めてまいります。新店開発の投資配分としましては、大部分がアピタ、ユーストアへの投資であります 

が、従前から行ってきたホームセンター（ユーホーム）のほかに、リニューアルを中心としたミニＧＭ 

Ｓ（ジョイマート）、スーパーマーケット（ラ フーズコア）の展開をはじめています。アピタについて 

もより大型化した次世代型大型アピタの計画をしています。 

②既存店の営業力、収益力を高めるために、個店対応力を強化してまいります。マーケットの特性、消費 

行動の変化に適応するため常に品揃えを見直し、必要な改装投資を行います。また、人的生産性向上の 

ため店内組織、店内作業を見直し、より効率化を行ってまいります。 

③商品面では、引き続き売上総利益率の改善に取り組んでまいります。衣料については、品質重視を基本 

にした開発商品の拡充と商品計画の精度アップにより売価修正ロスの削減、住関については海外輸入商 

品の拡大と物流改革、食品についてはＰＢ商品の拡大と物流改革を行ってまいります。 

 

＜コンビニエンスストア（㈱サークルＫサンクス等）＞ 

 ①平成１６年９月に３社が合併して誕生した「㈱サークルＫサンクス」は、「サークルＫ」・「サンクス」の 

２ブランドを維持しつつ、合併による規模の利益・合理化利益を追求していきます。 

②ブランドロイヤルティに大きな影響力を持つ米飯分野等では、各々のブランド力を高める商品開発に努 

めます。また、統一のプライベートブランド「ＫＡＣＨＩＡＬ」（価値ある）を展開し、オリジナル商品 
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の比率を高めてまいります。 

 ③加盟店指導力及び商品開発力を強化し、加盟店利益の確保にも積極的に取り組んでまいります。 

＜専門店（㈱さが美、㈱パレモ、㈱鈴丹、㈱モリエ等）＞ 

 ①店舗のスクラップ＆ビルドとローコスト経営により収益力を高めます。 

 ②さが美グループにおいては、長期経営計画として「SAGAMI  VISION  2010」を策定し、事業構造の再構 

築と高収益企業への転換を基本戦略としています。 

 ③㈱パレモは、他社と差別化され、優位性をもった「ストアブランド」の確立及び時代の変化にあった新 

しい業種、業態の開発を行い、持続的な成長を図って行きます。 

 ④㈱鈴丹は、今後の事業展開としては、「Core Competency(商品企画から仕入・配分・在庫コントロール・ 

売場作り・販売までの一気通貫体制）」の確立と店舗のスクラップ＆ビルドによる営業力のさらなる強化 

と物流システム費、家賃、人件費等のコスト削減を行ない、ローコスト経営を推進してまいります。 

 

＜その他（㈱ＵＣＳ等）＞ 

①平成１６年９月に合併により誕生した㈱ＵＣＳは、今後も積極的な会員募集を行い、早期に３００万人 

体制にします。また、グループの金融事業会社としてグループ各社のコスト削減に協力していきます。 

②㈱サン総合メンテナンス、㈱ユーライフは、ユニーグループ内のサービス会社として、グループ各社の 

コスト削減に協力しつつ、グループ外への事業拡大を目指します。 

 

６．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

＜コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方＞ 

 地域社会のお客様に良質で価値ある商品とサービスを提供し、中長期的な利益成長を遂げ、株主の期待に 

応えるために、当社はコーポレート・ガバナンスを極めて重要な経営課題であると認識しています。 

 当社では、経営の透明性の向上とコンプライアンス遵守の経営を徹底する体制を整備しております。また、 

企業倫理を社内に普及させるための種々の施策を展開しております。 

  

＜コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況＞ 

 ①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の 

状況 

 当社は、取締役・監査役制度に基づき、コーポレート・ガバナンスの充実を図っております。 

「取締役会」は、経営上の最高意思決定機関として原則月１回開催され、重要な業務に関する意思決定及び 

業務執行状況を監督しています。 

また、取締役等で構成される「経営会議」が月１回開催され、通常の業務執行事案の審議・決定を行って 

います。 

 監査役は、社外監査役２名を含む４名で、「取締役会」・「経営会議」等の重要な会議に出席するほか、取締 

役等から営業状況の報告を受け、重要な決裁文書の閲覧を行い、内部監査部門との連携により経営監視を行 

っています。 

 一方、コンプライアンス・企業倫理については、代表取締役社長を委員長とする「行動指針推進委員会」 

を設け、企業として遵守すべき行動指針の改廃を行い、この「行動指針推進委員会」の下に「倫理委員会」

を置き、倫理問題の解決・提案等を行っています。そして、「倫理委員会」に「社内ヘルプライン」・「取引先

ヘルプライン」を開設し、従業員及び取引先から直接、通報を受けられる体制を整えております。 

 また、従業員に「私たちの行動指針」を配布して、倫理上の規範の徹底を図っています。 

 ②会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 社外監査役は外部の有識者であり、第三者の立場から当社の意思決定に対し、適切なアドバイスを受けて 

おり、人的関係及び取引関係は一切ありません。なお、現在、当社に社外取締役はおりません。 

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

 この１年間は、コンプライアンス・企業倫理に重点をおいて取組んで参りました。組織対応として、総務

部内に法務担当（コンプライアンス担当）を配置し、主に取引先との取引姿勢・契約関係について見直しを

行いました。具体的には、「私たちの行動指針」の「行動基準の内規」を制定しました。 

また、「行動指針推進委員会」の下に置いた「倫理委員会」に「社内ヘルプライン」・「取引先ヘルプライン」

を開設し、従業員及び取引先から直接、通報を受けられる体制を整えました。 
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３.経営成績及び財政状態 

１.当期の概況 

（１）営業収益 

  セグメント別営業収益                   （単位：百万円） 

 当期 前期 
 営業収益 構成比 営業収益 構成比 

前期比 

      ％      ％    ％ 
総合小売業 878,124 73.7 884,808 75.8 99.2 
コンビニエンスストア 176,843 14.8 169,501 14.5 104.3 
専門店 127,600 10.7 101,744 8.7 125.4 
その他 28,468 2.4 30,640 2.6  92.9 
消去又は全社 ( 19,737) ( 1.6) ( 19,126) ( 1.6) ― 

計 1,191,298 100.0 1,167,568 100.0   102.0 

 

 連結営業収益は、前期比２.０％増の１,１９１,２９８百万円で、内、売上高は１.８％増、手数料収入等 

の営業収入は３.７％増となりました。 

 

  セグメント別の総合小売業の営業収益は、０.８％減の８７８,１２４百万円となりました。既設店売上高 

伸長率は、ユニー㈱で３.２％減、㈱ユーストアで２.３％減となりました。デフレ経済の影響による消費の 

低迷や天候不順の影響を受けて、売上高は厳しい結果になりました。期中の開店はユニー㈱でアピタ６店舗、 

ジョイマート２店舗、ユーホーム１店舗、ラ フーズコア１店舗、また㈱ユーストアでは２店舗の開店があ

り、閉店はユニー㈱で４店舗ありました。 

 

コンビニエンスストアは、７月以降の猛暑効果もあり上期は売上が概ね順調に推移をしましたが、下期は

台風上陸の影響や暖冬による季節商材の不振などから売上が伸び悩みました。この結果、既存店売上高は前

期比０.９％減（サークルＫで０.３％増、サンクスで２.３％減）となりました。 

また、当期は店舗採算を重視した質の高い店舗開発に取り組み、開店店舗数はサークルＫが１９３店、サン

クスが１５３店といずれも前年実績を下回りました。期末店舗数は、エリアフランチャイズとシーケー東北

㈱から引き継いだ店舗を除き、サークルＫで５０店舗、サンクスで７３店舗の純増となりました。サンクス

青森㈱、サンクス西埼玉㈱を連結子会社に加え、営業収益は前期比４.３％増の１７６,８４３百万円となり

ました。 

 

 専門店では、㈱さが美（連結）、㈱パレモにおいて既設店売上高がそれぞれ７.１％減、３.９％減となりま

したが、㈱さが美の連結営業収益は、㈱東京ますいわ屋が前期の中間期以降連結に加わったため当期は年間

分が寄与したため４.８％増となり、㈱パレモの営業収益は店舗数が３４店舗増加したため６.４％増となり

ました。さらに、当期より㈱鈴丹の営業収益が加わりましたが、㈱モリエでは既設店売上高が前期比９.０％

減となりました。この結果、このセグメントの営業収益は２５.４％増の１２７,６００百万円となりました。 

 

その他セグメントでは、㈱ＵＣＳにおいて会員数が前期比２９万人増加し２１５万人となったことと下期

に㈱ユニーサービス等と合併したことを反映して、営業収益は前期比２０.７％増となりました。東名クラウ

ン開発㈱と㈱サン総合メンテナンスはそれぞれ、ほぼ前期並みの実績となりました。しかし、このセグメン

トでは㈱ハーツが当期に連結除外となったことにより、営業収益は７.１％減の２８,４６８百万円となりま

した。 
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（２）利益 

 

  セグメント別営業利益                    （単位：百万円） 

 当期 前期 

 営業利益 構成比 営業利益 構成比 
前期比 

      ％      ％      ％ 
総合小売業    12,724 30.5   16,958 38.8 75.0 
コンビニエンスストア    23,202 55.5   21,638 49.6  107.2 
専門店     2,023 4.8    2,593 5.9 78.0 
その他     3,815 9.1    2,446 5.6 155.9 
消去又は全社       29    0.1       29    0.1 ― 
    計    41,795  100.0   43,666  100.0 95.7 

 

 営業総利益は、前期比４.３％増の４３９,９１１百万円となりました。この増加の理由は、 

①売上高が前期比１.８％増加し、売上総利益率も前期比０.８％ポイント改善し２７.０％になった結果、 

売上総利益も４.６％増加して、２７７,４０６百万円となったこと 

②不動産賃貸収入と手数料収入がそれぞれ、前期比０.７％、４.６％増加した結果、営業収入が前期比 

３.７％増加し、１６２,５０４百万円となったことです。 

販売費及び一般管理費は、前期比５.３％増の３９８,１１５百万円となりました。その結果、営業利益は 

４.３％減の４１,７９５百万円となり、営業収益比営業利益率は前期より０.２ポイント悪化して３.５％と 

なりました。 

セグメント別の総合小売業の営業利益では、営業収益の減少が前期比０.８％に対し、営業費用の減少が０. 

３％に留まったことにより、前期比２５.０％減の１２,７２４百万円となりました。一方、コンビニエンス

ストアにおいては、連結子会社が増加したこと等により営業収益は前期比４.３％増となりましたが、営業費

用の伸びを３.９％に抑えた結果、営業利益は前期比７.２％増の２３,２０２百万円となりました。専門店で

は、㈱パレモの増益と㈱鈴丹の寄与はありましたが、㈱さが美の減益と㈱モリエの営業赤字により前期比２

２.０％減の２,０２３百万円の営業利益となりました。 

その他セグメントの営業利益は、㈱ＵＣＳの増益により前期比５５.９％増の３,８１５百万円となりました。 

 

営業外収益の内、持分法利益が前期に比べ４３８百万円増加し、７２５百万円となりました。また営業外

費用の内、解約損害金が前期に比べ２,０２６百万円減少し、１,３９６百万円になりましたが、これは、前

期にコンビニエンスストアにおいて、不採算店舗を大幅に前倒しして閉店したためです。 

 

経常利益は、１.２％増の３９,７３３百万円になり、営業収益比経常利益率は前期の３.４％から３.３％ 

になりました。 

 

 特別利益には、㈱パレモの公募増資等による持分変動益５１５百万円を含んでいます。特別損失としては、

前期に計上したユニー㈱を中心とした店舗閉鎖に伴う多額の損失が、当期は大幅に減少し、固定資産処分損

として４,８１５百万円、店舗閉鎖損として２３６百万円計上しました。 

 

税金等調整前当期純利益は、前期比１６.３％増の３４,８５３百万円となりました。税効果会計の適用に 

よる法人税等の負担１６,１２５百万円、少数株主帰属利益７,８４９百万円を控除し、当期純利益は、前期 

比１０.７％増の１０,８７８百万円となりました。 

 

 

（３）キャッシュ・フロー 

当期の現金及び現金同等物の期末残高は、営業活動によるキャッシュ・フローの収入と財務活動によるキ

ャッシュ・フローの収入が投資活動によるキャッシュ・フローの支出を上回り、前期末残高に比べ２５,３７

０百万円増加し１１０,６０３百万円となりました。 
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（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フロー収入は、前期比１８,２２９百万円増加し７７,４９３百万円となりま

した。税金等調整前当期純利益は、前期と比べ４，８８１百万円増加し、当期は３４,８５３百万円となりま

した。また、期末日が銀行休業日のため支払が翌期になった会社が多く、仕入債務の増減が前期と比べ１７，

９６４百万円増加しました。一方、売上債権の増減による支出は前期と比べ４，６６４百万円増加し、資金

減になっています。また、法人税等の支払額は前期よりも５，５４８百万円減少して、１４，３７８百万円

となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは前期と比較すると、有形固定資産取得支出が１４，２９６百万円増

加し、差入保証金支出も４，０１５百万円増加した結果、２０,３９５百万円の支出額の増加となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前期の３，８８５百万円の支出から１２,３２２百万円の収入にな

りました。これは主に、有利子負債（短期借入金、長期借入金、コマーシャルペーパー、社債）をトータル

すると前期が２,４７４百万円調達したことになり、当期は１７,０５４百万円調達したことになるためです。 

 

（キャッシュ・フロー指標のトレンド） 

第３２期 第３３期 第３４期  
平成１５年２月期 平成１６年２月期 平成１７年２月期 

自己資本比率（％） ２３．１ ２３．２ ２２．７ 
時価ベース自己資本比率（％） ２０．９ ２３．９ ２３．８ 
債務償還年数（年） ４．１ ４．３ ３．５ 
インタレスト・ガバレッジ・レシオ １７．５ １８．７ ２３．３ 

（注）自己資本比率＝自己資本／総資産 

   時価ベース自己資本比率＝株式時価総額／総資産 

   債務償還年数＝有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・ガバレッジ・レシオ＝営業キャッシュ・フロー／利払い 

 ①株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

 ②営業キャッシュ・フロー及び利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシ 

ュ・フロー及び利息の支払額を使用しております。 

 ③有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象としており 

ます。 

 

２.次期の予想 

次期の個人消費もデフレ経済の長期化、個人所得の伸び悩み、社会保険料の負担増大等の影響を受け、弱

めの動きが続くと予想されます。 

総合小売業では、既設店売上高伸長率について、ユニー㈱は９６.５％を、㈱ユーストアは９７.８％を予 

想しています。新設店はユニー㈱でアピタ５店舗、ラ フーズコア２店舗を、建替でアピタ３店舗の開店を

予定しています。また、㈱ユーストアで新設店３店舗を予定しています。総合小売業の営業収益は、既設店

売上高の前期割れにもかかわらず、ユニー㈱における１０店舗の出店により当期比1．８％程度の増収と予想

しています。こうした中で、次期はマーチャンダイジングの構造改革をさらに進め売上総利益率の向上に取

り組んでまいります。すなわち、①一括物流の範囲の拡大や共配の利用等、物流の見直し②仕入・在庫計画

の精度を向上し、売価修正の削減をしていきます。また、人件費、賃借料等の経費について、さらに削減し

てまいります。 

コンビニエンスストアでは、同業や異業種との競合が激化していることなどで、既存店売上伸長率を９９.

１％で予想しています。このセグメントでは昨年の９月に、㈱シーアンドエス、サークルケイ・ジャパン㈱

及び㈱サンクスアンドアソシエイツの３社が合併し、「㈱サークルＫサンクス」となりましたが、平成１８年

２月期を「合併効果実現」の年度と位置付け、業績面における合併効果を高める施策を推進します。 

㈱サークルＫサンクスの平成１８年２月末における店舗数は３７０店舗を出店し、２０８店舗の閉店を行う
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ことから１６２店舗の純増を予定しています。 

専門店では、既設店売上高伸長率は㈱さが美で１００.３％、㈱パレモで９８.５％、㈱鈴丹で１００.８％

と予想していますが、店舗の積極的なスクラップ＆ビルドと既設店の販売力強化により、個店の収益力を高

め、新業態の開発も行っていきます。 

㈱ＵＣＳは、当期に増加した新規会員をベースにショッピング及び金融収益の拡大に結びつけていきます。

さらに、次期も３５万人の新規会員獲得により会員数２５０万人を目指してまいります。 

 当グループでは減損会計を早期適用し、次期より減損損失を認識します。また、厚生年金基金の代行部分

の過去分の返上を次期に予定しています。 

このような状況のもと、次期の営業収益は、前期比２.４％増の１,２２０,０００百万円、経常利益は８. 

２％増の４３,０００百万円、当期純利益は４３.０％減の６,２００百万円を予想しています。 



－９－ 

連結貸借対照表 

  前連結会計年度 

（平成１６年２月２０日） 

当連結会計年度 

（平成１７年２月２０日） 

区 分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

増減 

（△は減） 

（百万円） 

（資産の部）       
Ⅰ流動資産       

１ 現金及び預金 ※１ ７２，４６０  ９９，３４６  ２６，８８５ 

２ 受取手形及び 

  売掛金 
 ２９，７１１  ３６，７４３  ７，０３２ 

３ 有価証券  １３，６０１  １２，８０１  △ ７９９ 

４ たな卸資産  ６１，９４８  ６４，８７１  ２，９２３ 

５ 繰延税金資産  ５，６７６  ４，７４０  △ ９３６ 

６ その他  ６１，６８０  ６６，９１５  ５，２３４ 

７ 貸倒引当金  △ １，８１６  △ ２，２３９  △ ４２２ 

流動資産合計  ２４３，２６１ ２６．４ ２８３，１７８ ２８．８ ３９，９１７ 

       

Ⅱ固定資産       

（１）有形固定資産 ※２      

１ 建物及び構築物 ※１ ２０２，２５５  ２１１，６４０  ９，３８５ 

２ 器具及び備品  １３，６６１  １４，９６４  １，３０２ 

３ 土地 ※１ １５９，３５８  １７３，３７７  １４，０１９ 

４ 建設仮勘定  ５，８４３  ７，６１９  １，７７６ 

５ その他  ８，２３１  ８，５３０  ２９８ 

有形固定資産合計  ３８９，３４９ (４２．２) ４１６，１３１ (４２．４) ２６，７８２ 

（２）無形固定資産       

１ 借地権  １０，１８４  １０，７１０  ５２６ 

２ 連結調整勘定  ２２，８６０  ２１，７１２  △１，１４７ 

３ その他  １４，３３４  １２，２１７  △２，１１６ 

無形固定資産合計  ４７，３７８ ( ５．１) ４４，６４０ ( ４．５) △２，７３８ 

（３）投資その他の資産       
１ 投資有価証券 ※３ ２６，７５２  ２６，６１９  △１３２ 

２ 長期貸付金  ３，０４１  ３，６７９  ６３７ 

３ 繰延税金資産  ２８，４５３  ２６，６３９  △１，８１４ 

４ 再評価に係る 

  繰延税金資産 
※５ １, ２９１  １, ２５４  △３６ 

５ 長期差入保証金 ※１ １６９，３０８  １６３，７３０  △５，５７７ 

６ その他 ※３ １９，１９１  ２０，７８６   １，５９５ 

７ 貸倒引当金  △ ５，７６７  △ ４，３５１   １，４１５ 

投資その他の資産合計  ２４２，２７１ (２６．３) ２３８，３５７ (２４．３) △３，９１３ 

固定資産合計  ６７８，９９９ ７３．６ ６９９，１３０ ７１．２ ２０，１３１ 

資産合計  ９２２，２６１ １００．０ ９８２，３０９ １００．０ ６０，０４８ 
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  前連結会計年度 

（平成１６年２月２０日） 

当連結会計年度 

（平成１７年２月２０日） 

区 分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

増減 

（△は減） 

（百万円） 

（負債の部）       
Ⅰ流動負債       
１ 支払手形及び買掛金 ※１,8 １１７，６１０  １３５，３６４  １７，７５３ 

２ 短期借入金 ※１ ２３，８７０  １３，７４５  △１０,１２４ 

３ １年内償還予定社債  １５，０００  ５，０００  △１０,０００ 
４ １年内返済予定 
長期借入金 

※１,8 ４，９７７  ３８，５６２  ３３,５８５ 

５ コマーシャル  
ペーパー  

４５，０００  ５５，０００  １０,０００ 

６ 未払金 ※8 ２５，５４９  ２９，６９１  ４,１４１ 
７ 未払法人税等  ７，８５４  ７，５５３  △３００ 
８ 賞与引当金  ４，３７１  ４，２４６  △１２４ 
９ 販売促進引当金  ５２２  ２５４  △２６８ 
10 店舗等退店損失引当金  ３４５  ―  △３４５ 
11 その他 ※8 ５２，２６７  ５６，３９３  ４，１２５ 

流動負債合計  ２９７，３６９ ３２．３ ３４５，８１１ ３５．２ ４８，４４２ 
       
Ⅱ固定負債       
１ 社債  ３５，０００  ３０，０００  △５,０００ 
２ 長期借入金 ※１ １３３，０４１  １３２，０２２  △１,０１８ 
３ 繰延税金負債  ５９  ５２  △６ 
４ 退職給付引当金  ６４，４４４  ６６，７８０  ２,３３６ 

５ 役員退職慰労引当金  １，０８４  ８９６  △１８８ 
６ 預り保証金  ６４，９０９  ６４，４０４  △５０５ 
７ その他  ５７１  １，５３６  ９６４ 

固定負債合計  ２９９，１１１ ３２．４ ２９５，６９３ ３０．１ △３,４１７ 
負債合計  ５９６，４８０ ６４．７ ６４１，５０５ ６５．３ ４５,０２４ 
       
（少数株主持分）       
Ⅰ少数株主持分  １１１，６０２  １１８，１９１  ６,５８８ 

少数株主持分合計  １１１，６０２ １２．１ １１８，１９１ １２．０ ６,５８８ 
（資本の部）       
Ⅰ資本金 ※６ １０，１２９ １．１ １０，１２９ １．０ ― 
Ⅱ資本剰余金  ４９，４８５ ５．３ ４９，４８６ ５．０ ０ 
Ⅲ利益剰余金  １５２, ２６０ １６．５ １５９, ７０４ １６．３ ７，４４４ 
Ⅳ土地再評価差額金 ※５ △１，０３９ △ ０．１ △１，０１０ △ ０．１  ２８ 
Ⅴその他有価証券評価  

 差額金  
４, １０２ ０．４ ５, ２１０ ０．５ １，１０８ 

Ⅵ為替換算調整勘定  △  ４９８ △ ０．０ △  ５６７ △ ０．０ △６９ 
Ⅶ自己株式 ※７ △  ２６１ △ ０．０ △  ３４０ △ ０．０ △７８ 

資本合計  ２１４，１７８ ２３．２ ２２２，６１２ ２２．７ ８，４３４ 
負債、少数株主持分       
及び資本合計  ９２２，２６１ １００．０ ９８２，３０９ １００．０ ６０，０４８ 
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連結損益計算書 
  前連結会計年度 

（自 平成１５年２月２１日 
 至 平成１６年２月２０日） 

当連結会計年度 
（自 平成１６年２月２１日 
 至 平成１７年２月２０日） 

区 分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

増減 

(△は減) 

(百万円) 

Ⅰ売上高   1,010,809 100.0  1,028,793 100.0 17,984 

Ⅱ売上原価   745,718 73.8  751,387 73.0 5,668 

売上総利益   265,090 26.2  277,406 27.0 12,315 
Ⅲ営業収入         

１ 不動産賃貸収入  36,168   36,420    

２ 手数料収入  120,590 156,758 15.5 126,084 162,504 15.8 5,746 

営業総利益   421,849 41.7  439,911 42.8 18,062 

Ⅳ販売費及び一般管理費         

１ 貸倒引当金繰入額  776   643    

２ 従業員給料手当  103,115   108,568    

３ 賞与引当金繰入額  4,282   4,246    

４ 退職給付引当金繰入額  9,860   8,699    

５ 役員退職慰労引当金繰入額  182   162    

６ 賃借料  81,965   87,355    

７ 減価償却費  29,675   30,713    

８ その他  148,325 378,183 37.4 157,726 398,115 38.7 19,932 

営業利益   43,666 4.3  41,795 4.1 △1,870 

Ⅴ営業外収益         

１ 受取利息  684   631    

２ 受取配当金  187   205    

３ 持分法による投資利益    286   725    

４ 受取営業補償金  437   ―    

５ その他  1,534 3,129 0.4 2,013 3,575 0.3 445 

Ⅵ営業外費用         
１ 支払利息  3,253   3,284    

２ 解約損害金    3,422     1,396    

３ その他  865 7,541 0.8 956 5,637 0.5 △1,904 

経常利益   39,254 3.9  39,733 3.9 479 

Ⅶ特別利益         

１ 固定資産売却益 ※1 948   100    

２ 投資有価証券売却益  1,713   414    

３ 前期損益修正益  ―   173    

４ 持分変動益  ―   515    

５ 受取補償金  278   ―    

６ その他  221 3,162 0.3 167 1,371 0.1 △1,790 

Ⅷ特別損失         

１ 固定資産処分損 ※2 6,862   4,815    

２ 店舗閉鎖損  2,621   236    

３ 投資有価証券評価損  562   309    

４ 貸倒引当金繰入額  83   ―    

５ 早期退職者退職金  51   ―    

６ その他  2,265 12,445 1.2 890 6,252 0.6 △6,192 

税金等調整前当期純利益   29,971 3.0  34,853 3.4 4,881 
法人税、住民税及び事業税  16,210   13,988    

法人税等調整額  △1,697  14,512 1.4 2,136  16,125 1.6 1,612 

少数株主帰属利益   5,631 0.6  7,849 0.7 2,218 

当期純利益   9,827 1.0  10,878 1.1 1,050 
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連結剰余金計算書 

  前連結会計年度 
（自 平成１５年２月２１日 
至 平成１６年２月２０日） 

当連結会計年度 
（自 平成１６年２月２１日 
至 平成１７年２月２０日） 

区 分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

（資本剰余金の部）      
Ⅰ資本剰余金期首残高   49,485  49,485 
Ⅱ資本剰余金増加高      
 自己株式処分差益  ― ― 0 0 
Ⅲ資本剰余金期末残高   49,485  49,486 
      
（利益剰余金の部）      
Ⅰ利益剰余金期首残高   146,228  152,260 
      
Ⅱ利益剰余金増加高      
 １ 当期純利益  9,827  10,878  
 ２ 連結子会社合併に伴う  
   剰余金増加高  

― 9,827 158 11,036 

         
Ⅲ利益剰余金減少高      
 １ 配当金  3,593  3,403  
 ２ 役員賞与  191  160  
 ３ 連結子会社増加に伴う    
   剰余金減少高  

3 
 

― 
 

 ４ 土地再評価差額金取崩に伴う  
   剰余金減少高  

7 3,795 28 3,592 

      
Ⅳ利益剰余金期末残高   152,260  159,704 
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連結キャッシュ・フロー計算書 
  前連結会計年度 

（自 平成15 年2月21 日 
至 平成 16年2月 20日） 

当連結会計年度 
（自 平成16 年2月21 日 
至 平成 17年2月 20日） 

増減 

区 分 注記 
番号 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       
1 税金等調整前当期純利益  ２９，９７１  ３４，８５３  4,881 
2 減価償却費  ２９，６７５  ３０，７１３  1,037 
3 連結調整勘定償却額  １，６９１  １，８０８  116 
4 貸倒引当金の増減額  △ ５５３  ２８８  842 
5 退職給付引当金の増減額   ４，２２８   ２，０６１  △ 2,166 
6 受取利息及び受取配当金  △ ８７１  △ ８３６  35 
7 支払利息  ３，２５３  ３，２８４  30 
8 持分法投資損益  △ ２８６  △ ７２５  △ 438 
9 固定資産処分損  ６，８６２  ４，８１５  △ 2,046 
10 売上債権の増減額  △ ２，３３０  △ ６，９９５  △ 4,664 
11 たな卸資産の増減額   １，１８２  △ ２，６４０  △ 3,822 
12 仕入債務の増減額  △ １，２２３  １６，７４０  17,964 
13 未払金の増減額  △ ９１７  △ １，０５７  △ 140 
14 役員賞与の支払額  △ ２７２  △ ２３５  36 
15 その他  １１，０２６  １０，８４１  △ 185 

小  計  ８１，４３５  ９２，９１６  11,480 
16 利息及び配当金の受取額   ９１９   ２，２７５  1,356 
17 利息の支払額  △ ３，１６４  △ ３，３１９  △ 155 
18 法人税等の支払額  △ １９，９２６  △ １４，３７８  5,548 
営業活動によるキャッシュ・フロー  ５９，２６３  ７７，４９３  18,229 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       
1 有形固定資産の取得による支出  △ ３４，２５１  △ ４８，５４７  △ 14,296 
2 有形固定資産の売却による収入    ２，１８８    １，５０３  △ 684 
3 差入保証金支出  △ １０，０５２  △ １４，０６７  △ 4,015 
4 差入保証金回収収入  ７，７１３  ７，３４１  △ 372 
5 新規連結子会社の取得による収入  １５８  ―  △ 158 
6 営業譲受けによる支出  △ ５，４２４  △ ６４１  4,783 
7 定期預金の預入による支出  △ ３２８  △ ５０７  △ 179 
8 定期預金の払戻による収入  ５５５  １０７  △ 448 
9 その他  △ ５，６９１  △ １０，７１６  △ 5,024 
投資活動によるキャッシュ・フロー  △ ４５，１３２  △ ６５，５２８  △ 20,395 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       
1 短期借入金の純増減額  ３，２０１  △ １０，６５９  △ 13,860 
2 コマーシャルペーパー純増減額  ―  １０，０００  10,000 
3 長期借入れによる収入  １０，１００  ３８，１９３  28,093 
4 長期借入金の返済による支出  △ １０，８２７  △ ５，４７９  5,347 
5 社債の発行による収入  １０，０００  ―  △ 10,000 
6 社債の償還による支出  △ １０，０００  △ １５，０００  △ 5,000 
7 預り保証金の純増減額  △ １，７３５  △ ４７５  1,259 
8 配当金の支払額  △ ３，５９３  △ ３，４０３  189 
9 少数株主への配当金の支払額  △ １，８８７  △ １，９０５  △ 17 
10 その他  ８５５  １，０５１  196 
財務活動によるキャッシュ・フロー   △ ３，８８５   １２，３２２  16,208 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △ ９１  △ ７０  20 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  １０，１５３  ２４，２１６   14,062 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  ７５，０６５  ８５，２３２  10,166 
Ⅶ 新規連結子会社の 
    現金及び現金同等物の期首残高 

 １３  ３８９  376 
Ⅷ 連結子会社合併による 
    現金及び現金同等物の受入残高 

 
― 
 ７６４  764 

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高  ８５，２３２  １１０，６０３  25,370 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

1.連結の範囲に関する事項 子会社のうち連結の範囲に含めたの 子会社のうち連結の範囲に含めたの 
 は、次の２５社である。 は、次の２３社である。 
 株式会社 さが美 株式会社 さが美 
 株式会社 ユーストア 株式会社 ユーストア 
 株式会社 ユーライフ 株式会社 ユーライフ 
 株式会社 ハーツ 株式会社 サークルＫサンクス 
 株式会社 シーアンドエス サンクス青森 株式会社 
 サークルケイ・ジャパン株式会社 サンクス西埼玉 株式会社 
 シーケー東北株式会社 株式会社 モリエ 
 株式会社サンクスアンドアソシエイツ 株式会社 パレモ 
 株式会社 モリエ   株式会社 鈴丹 
 株式会社 パレモ ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ 

   株式会社 鈴丹 株式会社 ラフォックス 
 ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ 株式会社 ＵＣＳ 
 株式会社 ラフォックス 株式会社 サン総合メンテナンス 
 株式会社 ユニーカードサービス 東名クラウン開発株式会社 
 株式会社 サン総合メンテナンス 青木ヶ原高原開発株式会社 
 東名クラウン開発株式会社 株式会社 永谷美笠和装服飾総合研究所 
 青木ヶ原高原開発株式会社 株式会社 九州さが美 
 株式会社 永谷美笠和装服飾総合研究所 株式会社 東京和裁 
 株式会社 九州さが美 株式会社 匠美 
 株式会社 東京和裁 株式会社 エス・ジー・リテイリング 
 株式会社 匠美 株式会社 東京ますいわ屋 
 株式会社 エス・ジー・リテイリング 鈴丹時装有限公司 
 株式会社 東京ますいわ屋 鈴丹ビックス株式会社 
 鈴丹時装有限公司  
 鈴丹ビックス株式会社  サンクス青森株式会社、サンクス西埼 
  玉株式会社は、重要性が増したことによ 
  シーケー東北株式会社、株式会社鈴丹 り、当連結会計年度より連結の範囲に含 
 、鈴丹時装有限公司、鈴丹ビックス株式 めた。また、シーケー東北株式会社は、 
 会社は、株式を取得したことにより、株 サークルケイ・ジャパン株式会社に吸収 
 式会社さが美きもの文化学苑は、経営戦 合併されたため、株式会社ハーツは清算 
 略上の重要性が増したことにより、また、 したため当連結会計年度より連結の範囲 
 株式会社九州さが美は、新たに会社を設 から除外した。 
 立したため、当連結会計年度より連結の  なお、株式会社サークルＫサンクスは、 
 範囲に含めた。 サークルケイ・ジャパン株式会社を存続 
 なお、株式会社東京ますいわ屋は、株 会社とし、株式会社シーアンドエス及び 
 式会社さが美きもの文化学苑が、株式会 株式会社サンクスアンドアソシエイツを 
 社永谷美笠和装服飾総合研究所は、旧株 吸収合併したことにより、株式会社ＵＣ 
 式会社九州さが美が社名変更したもので Ｓは、株式会社ユニーカードサービスが 
 ある。 社名を変更したものである。 
   
 連結の範囲から除外した子会社は、 連結の範囲から除外した子会社は、 
 株式会社ユニーサービスほか１６社で 株式会社東京インセンスほか１３社であ 
 あるが、これらの非連結子会社は、いず るが、これらの非連結子会社は、いずれ 
 れも小規模であり、総資産、売上高、持 も小規模であり、総資産、売上高、持分 
 分に見合う当期純利益及び持分に見合う に見合う当期純利益及び持分に見合う利 
 利益剰余金の合計額は、いずれも連結財 益剰余金の合計額は、いずれも連結財務 
 務諸表に重要な影響を及ぼしていない。 諸表に重要な影響を及ぼしていない。 
   

2.持分法の適用に関する 非連結子会社１７社及び関連会社２０ 非連結子会社１４社及び関連会社１９ 
事項 社のうち非連結子会社である株式会社 社のうち関連会社であるカネ美食品株式 
 ユニーサービス並びに関連会社であるカ 会社に対する投資について、持分法を適 
 ネ美食品株式会社及び株式会社センダン 用している。 
 トジャパンに対する投資について、持分  なお、非連結子会社であった株式会社 
 法を適用している。 ユニーサービスは、連結子会社であった 
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項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

  旧株式会社ユニーカードサービスに吸収 
  されたことにより、株式会社センダント 
  ジャパンは解散したため、当連結会計期 
  間より持分法の適用範囲から除外した。 
   
 持分法を適用していない会社は非連結 持分法を適用していない会社は非連結 
 子会社株式会社東京インセンスほか１５ 子会社株式会社東京インセンスほか１３ 
 社及び関連会社１８社であり、これら 社及び関連会社１８社であり、これら 
 ３４社の持分に見合う当期純損益及び持 ３２社の持分に見合う当期純損益及び持 
 分に見合う利益剰余金の合計は少額であ 分に見合う利益剰余金の合計は少額であ 
 り、連結財務諸表に重要な影響を及ぼし り、連結財務諸表に重要な影響を及ぼし 
 ていない。 ていない。 
   
3.連結子会社の事業年度に 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．， 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．， 
関する事項 ＬＩＭＩＴＥＤの決算日は１１月３０日、 ＬＩＭＩＴＥＤの決算日は１１月３０日、 
 鈴丹時装有限公司の決算日は１２月３１ 鈴丹時装有限公司の決算日は１２月３１ 
 日、株式会社シーアンドエス、サークル 日、株式会社サークルＫサンクス、サン 
 ケイ・ジャパン株式会社、シーケー東北 クス青森株式会社、サンクス西埼玉株式 
 株式会社、株式会社サンクスアンドアソ 会社、株式会社ＵＣＳ及び青木ヶ原高原 
 シエイツ、株式会社鈴丹、株式会社ユニ 開発株式会社の決算日は２月末日であり 
 ーカードサービス、青木ヶ原高原開発株 、連結財務諸表の作成に当たっては、各 
 式会社及び鈴丹ビックス株式会社の決算 連結子会社の決算日の決算財務諸表を使 
 日は２月末日であり、連結財務諸表の作 用している。 
 成に当たっては、各連結子会社の決算日 ７社については、連結決算日との間に 
 の決算財務諸表を使用している。 生じた連結会社間取引につき、連結上必 
 １０社については、連結決算日との間 要な調整を行っている。 
 に生じた連結会社間取引につき、連結上  
 必要な調整を行っている。  
   
4.会計処理基準に関する   
事項   
（１）重要な資産の評価 有価証券 有価証券 
基準及び評価方法 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 
 ……償却原価法（定額法） ……同  左 
   
 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 
 ……決算日の市場価格等に基づく ……同  左 
 時価法（評価差額は全部資本  
 直入法により処理し、売却原  
 価は移動平均法により算定し  
 ている。）  
   
 時価のないもの 時価のないもの 
 ……移動平均法による原価法 ……同  左 
   
 たな卸資産………販売用不動産及び一部 たな卸資産………販売用不動産及び一部 
 宝石については個別法による原価法   宝石については個別法による原価法 
 、その他の商品については売価還元   、主な生鮮食料品については最終仕 
 法による原価法、貯蔵品については   入原価法による原価法、その他の商 
 最終仕入原価法による原価法を採用   品については売価還元法による原価 
 している。   法、貯蔵品については最終仕入原価 
    法による原価法を採用している。 
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項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

  （会計方針の変更） 
   親会社は従来、生鮮食料品については、 
  売価還元法による原価法により評価して 
  いたが、当連結会計年度より主な生鮮食料 
  品について最終仕入原価法による原価法 
  へ変更した。 
   この変更は、生鮮食料品については店 
  頭での頻繁な売価修正等による日々の値 
  入率の変動が激しく、また在庫の回転期 
  間が短いことから、最終仕入原価法に基 
  づきたな卸資産の連結貸借対照表価額を 
  算定することによって経営成績をより適 
  正に把握することを目的としたものであ 
  る。 
   なお、この変更による影響は軽微であ 
  る。 
   
（２）重要な減価償却資産 有形固定資産の減価償却の方法………国 有形固定資産の減価償却の方法……… 
の減価償却の方法 内連結会社は、定率法を採用してい 同  左 

 る。  
 但し、平成１０年４月１日以降取得  
 の建物（建物附属設備は除く。）に  
 ついては定額法を採用している。  
 また、取得価額が１０万円以上２  
 ０万円未満の資産については、３年  
 均等償却を実施している。  
 在外連結子会社は、定額法を採用  
 している。  
   

 無形固定資産の減価償却の方法………定 無形固定資産の減価償却の方法……… 
 額法を採用している。 同  左 
 なお、自社利用のソフトウェアに  
 ついては、社内における見込利用可  
 能期間（５年）に基づく定額法を採  
 用している。  

   

（３）重要な引当金の計上 貸倒引当金………債権の貸倒による損失 貸倒引当金………同  左  
基準 に備えるため一般債権については貸  

 倒実績率により、貸倒懸念債権等特  
 定の債権については個別に回収可能  
 性を検討し、回収不能見込額を計上  
 している。  
   

 賞与引当金………従業員の賞与の支払に 賞与引当金………同  左 
 備えるため、主に支給見込額のうち  
 当期期間対応額を計上している。  
   
 販売促進引当金………連結子会社１社に 販売促進引当金………同  左 
 ついては、カードの利用金額等によ  
 るプレゼントの支払に備えるため、  
 過去の経験率等を勘案した所定の基  
 準により計上している。  
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項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

 店舗等退店損失引当金………連結子会社    
 １社については、新中期経営計画に    
 従い退店する店舗等に係る退店損失  
 に備えるため、翌事業年度以降の損  
   失発生見込額を計上している。  
   

 退職給付引当金………従業員の退職給付 退職給付引当金………従業員の退職給付 
 に備えるため、当連結会計年度末に に備えるため、当連結会計年度末に 
 おける退職給付債務及び年金資産の おける退職給付債務及び年金資産の 
 見込額に基づき計上している。 見込額に基づき計上している。 
  過去勤務債務は、その発生時の従  過去勤務債務は、その発生時の従 
 業員の平均残存勤務期間以内の一定 業員の平均残存勤務期間以内の一定 
 の年数（10 年）による定額法により の年数（6年～10 年）による定額法に 
 費用処理している。 より費用処理している。 
  数理計算上の差異は、その発生時  数理計算上の差異は、その発生時 
 の従業員の平均残存勤務期間以内の の従業員の平均残存勤務期間以内の 
 一定の年数（5年～10 年）による定 一定の年数（5年～10 年）による定 
 額法により翌連結会計年度から費用 額法により翌連結会計年度から費用 
 処理している。 処理している。 
   
  また、連結子会社１社については、  また、連結子会社１社については、 
 会計基準変更時差異を 15 年により 会計基準変更時差異を 15 年により 
 按分した額を費用処理している。 按分した額を費用処理している。 
   

 役員退職慰労引当金………親会社及び連 役員退職慰労引当金………親会社及び連 
 結子会社１６社については、役員の 結子会社１３社については、役員の 
 退職慰労金の支払に備えるため、内規 退職慰労金の支払に備えるため、内規 
 に基づく期末要支払額を計上してい に基づく期末要支払額を計上してい 
 る。 る。 
   

（４）重要なリース取引の リース物件の所有権が借主に移転する 同    左 
処理方法 と認められるもの以外のファイナンス・  

 リース取引については、通常の賃貸借取  
 引に係る方法に準じた会計処理によって  
 いる。  
   

（５）重要なヘッジ会計の ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 
方法   原則として繰延ヘッジ処理によって   同  左 
  いる。なお、振当処理の要件を満たし  
  ている為替予約及び通貨オプションに  
  ついては振当処理に、特例処理の要件  
  を満たしている金利スワップ及び金利  
  キャップについては、特例処理によっ  
  ている。  
   
 ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 
   当連結会計年度にヘッジ会計を適用   同  左 
  したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の  
  とおりである。  
  ａ.ヘッジ手段……為替予約・通貨オプ  ａ.ヘッジ手段……同  左 

           ション           
    ヘッジ対象……商品輸入による外貨    ヘッジ対象……同  左 
           建買入債務取引           
  ｂ.ヘッジ手段……金利スワップ・金利  ｂ.ヘッジ手段……同  左 
           キャップ           
    ヘッジ対象……借入金    ヘッジ対象……借入金等 
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項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

 ヘッジ方針 ヘッジ方針 
   将来の為替相場の変動による損失を   同  左 
  回避する目的で、為替予約取引及び通  
  貨オプション取引を利用している。  
   また、将来の金利変動による損失を  
  回避する目的で、金利スワップ取引及  
  び金利キャップ取引を利用している。  
   
 ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 
   ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段   同  左 
  の相場変動を半期ごとに比較し、両者  
  の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効  
  性を評価している。ただし、特例処理  
  によっている金利スワップ及び金利キ  
  ャップについては、有効性の評価を省  
  略している。  
   
   
（６）消費税等の処理方法 税抜方式を採用している。 同    左 
   
   
（７）在外連結子会社の採 在外連結子会社の採用する会計処理基 同    左 
用する会計処理基準 準は、現地において一般に公正妥当と認  

 められる会計基準に従っているが、親会  
 社が採用している基準と重要な差異はな  
 い。  
   
   
5.連結子会社の資産及び負 連結子会社の資産及び負債の評価につ 同    左 
 債の評価に関する事項 いては、全面時価評価法を採用している。  
   
   
6.連結調整勘定の償却に関 連結調整勘定の償却については、原則 連結調整勘定の償却については、原則 
する事項 として５年間の均等償却を行っている。 として５年間の均等償却を行っている。 
 なお、株式会社サンクスアンドアソシ なお、旧株式会社サンクスアンドアソシ 
 エイツに係る連結調整勘定は２０年間で エイツに係る連結調整勘定は２０年間で 
 均等償却している。 均等償却している。 
   
   
   
7.利益処分項目等の取扱い 連結剰余金計算書は、連結会社の利益 同    左 
に関する事項 処分について連結年度中に確定した利益  
 処分に基づいて作成している。  
   
   
8.連結キャッシュ・フロー 連結キャッシュ・フロー計算書におけ 同    左 
計算書における資金の る資金（現金及び現金同等物）は、手許  
範囲 現金、随時引き出し可能な預金及び容易  
 に換金可能であり、かつ、価値の変動に  
 ついて僅少なリスクしか負わない取得日  
 から３ヶ月以内に満期の到来する短期投  
 資からなる。  
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項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

9.追加情報   
（１）退職給付会計 当社及び 9社を除く国内連結子会社は 同   左 
 、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚  
 生年金基金の代行部分について、平成１  
 ５年２月１７日に厚生労働大臣から将来  
 分支給義務免除の認可を受けた。  
  なお、当連結会計年度末日現在におい  
 て測定された影響額については、（退職給  
 付関係）に記載している。  
   
   
（2）税効果会計 「地方税等の一部を改正する法律」（平    
 成１５年法律第９号）が平成１５年３月    
 ３１日に公布されたことに伴い、当連結  
 会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負  
 債の計算（平成１７年２月２１日以降に  
 解消が見込まれるものに限る）に使用し  
 た法定実効税率を従来の４１．６％から  
 ４０．２％に変更している。  
  その結果、「繰延税金資産」が９１百万  
 円減少し、当連結会計年度に費用計上さ  
 れた「法人税等調整額」が１８４百万円  
 増加し、「その他有価証券評価差額金」が  
 ８９百万円増加し、「土地再評価差額金」  
 が２３百万円減少し、「再評価に係る繰延  
 税金資産」が４３百万円減少している。  
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 表示方法の変更 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（連結貸借対照表関係）  
  前連結会計年度において、流動負債の「その他」に    
 含めていた、「販売促進引当金」は、重要性が増した    
 ため、当連結会計年度より区分掲記している。  
  なお、前連結会計年度の流動負債「その他」に含ま  
 れる「販売促進引当金」は、６５百万円である。  
  
（連結損益計算書関係） （連結損益計算書関係） 
  前連結会計年度において、営業外収益の「その他」   前連結会計年度において、営業外収益に区分掲記して 
に含めていた、「受取営業補償金」は、営業外収益の いた、「受取営業補償金」は、営業外収益の１００分の 
１００分の１０を超えたため、当連結会計年度より区 １０を下回ったため、当連結会計年度より「その他」に 
分掲記している。 含めている。 
  なお、前連結会計年度の営業外収益「その他」に含   なお、当連結会計年度の営業外収益の「その他」に含 
まれる「受取営業補償金」は、１５６百万円である。 まれる「受取営業補償金」は、２８６百万円である。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度（平成１６年２月２０日現在） 当連結会計年度（平成１７年２月２０日現在） 

※1 このうち下記のとおり借入金等の担保に供して ※1 このうち下記のとおり借入金等の担保に供して 

 いる。  いる。 

    

 （担保提供資産）  （担保提供資産） 

  現金及び預金 110 百万円   現金及び預金 270 百万円 

  建物及び構築物（期末簿価） 9,541 百万円   建物及び構築物（期末簿価） 8,924 百万円 

  土地  5,261 百万円   土地  5,261 百万円 

  計 14,913 百万円   長期差入保証金 193 百万円 

      計 14,649 百万円 

        
 （対応債務）   （対応債務）  

 関税・消費税未払債務 6 百万円  関税・消費税未払債務 3 百万円 

      短期借入金 40 百万円 

 長期借入金（ ）14,788 百万円    

  

1 年内返済予定 

分を含む 
  長期借入金（  ） 14,815 百万円 

  計 14,794 百万円    

1 年内返済予定 

分を含む 
 

      計 14,859 百万円 

    
※2 有形固定資産の減価償却累計額は２４０，４５９ ※2 有形固定資産の減価償却累計額は２４８，２４２ 

 百万円である。  百万円である。 

    

※3 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次 ※3 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次 

 のとおりである。  のとおりである。 

 投資有価証券     ９，００６百万円  投資有価証券     ７，９３１百万円 

 （株式）  （株式） 

 投資その他の資産その他     ５百万円  投資その他の資産その他     ５百万円 

 （出資金）  （出資金） 

    

4 保証債務 4 保証債務 

 金融機関等からの借入金及び長期差入保証金返  金融機関等からの借入金等に対し、債務保証を 

 還請求権の譲渡等に対し、債務保証を行ってい  行っている。 

 る。   

    

 コンビニエンスストア加盟店 ４，４５３百万円  コンビニエンスストア加盟店 ４，３０３百万円 
 サークルケイ四国㈱ ５１７百万円  サークルケイ四国㈱ ４６４百万円 
 サンクス青森㈱  ３２５百万円   
 セントラルコンパス㈱ ２５０百万円  UIF(NETHERLANDS)B.V. 
 ㈱足利モール １７０百万円   

(1,770 千 US$) 
１８６百万円 

   ㈱足利モール ６０百万円 
 UIF(NETHERLANDS)B.V.   従業員 １４百万円 

  

(1,500 千 US$) 
１６０百万円 

 計 ５，０３０百万円 
 芙蓉総合リース㈱ １５２百万円    
 サンクス西埼玉㈱ １３０百万円    
 ㈱ユニオンリース １１２百万円    
 ㈱センダントジャパン ９２百万円    
  東武ランドシステム㈱ ２７百万円    
  従業員 １９百万円    

  計 ６，４１４百万円     
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前連結会計年度（平成１６年２月２０日現在） 当連結会計年度（平成１７年２月２０日現在） 

※５  国内連結子会社１社は、「土地の再評価に関す ※５  国内連結子会社１社は、「土地の再評価に関す 

 る法律」（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）  る法律」（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号） 

 及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正す  及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正す 

 る法律」（平成 13 年 3 月 31 日公布法律第 19 号）  る法律」（平成 13 年 3 月 31 日公布法律第 19 号） 

 に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差  に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差 

 額金から再評価に係る繰延税金資産を控除した  額金から再評価に係る繰延税金資産を控除した 

 金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計  金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計 

 上している。  上している。 

 再評価の方法  再評価の方法 

  土地の再評価に関する法律施行令（平成10 年    土地の再評価に関する法律施行令（平成10 年  

  3 月 31 日公布政令第119 号）第 2条第 4号に   3 月 31 日公布政令第119 号）第 2条第 4号に 

  定める路線価および路線価のない土地は第2   定める路線価および路線価のない土地は第2 

  条第 3 号に定める固定資産税評価額に基づい   条第 3 号に定める固定資産税評価額に基づい 

 て、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って  て、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って 

  いる。   いる。 

 再評価を行った年月日   平成 14 年2 月20日  再評価を行った年月日   平成 14 年 2 月 20 日 

 当該事業用土地の当期末における時価と  当該事業用土地の当期末における時価と 

 再評価後の帳簿価額との差額  △ 415 百万円  再評価後の帳簿価額との差額  △ 520 百万円 

    

※６  当社の発行済株式総数は、普通株式１８９，２  ※６  当社の発行済株式総数は、普通株式１８９，２ 

 ９５千株である。  ９５千株である。 

    

※７  連結会社及び持分法を適用した関連会社が保 ※７  連結会社及び持分法を適用した関連会社が保 

 有する自己株式の数は、普通株式２３５千株であ  有する自己株式の数は、普通株式２９８千株であ 

 る。  る。 

    

※８    ※８  当連結会計年度末日が銀行休業日のため、支払 

     が翌日となった下記の金額が、以下の科目に含ま 

   れている。 

    

    支払手形及び買掛金 20,402 百万円  

     

    
1 年内返済予定 
長期借入金 

331 百万円 
 

    未払金 490 百万円  

    流動負債（その他） 70 百万円  

    計 21,294 百万円  

    



－２３－ 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
 自 平成１５年２月２１日   自 平成１６年２月２１日  
 

（ 
至 平成１６年２月２０日 

）
  

（ 
至 平成１７年２月２０日 

）
 

※1 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。 ※1 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。 

  土地 409 百万円    建物及び構築物 91 百万円  

  借地権 454 百万円    器具及び備品 8 百万円  

  その他固定資産 83 百万円    その他固定資産 0 百万円  

  計 948 百万円    計 100 百万円  

          

※2 固定資産処分損の内容は、次のとおりである。 ※2 固定資産処分損の内容は、次のとおりである。 

  建物及び構築物 4,053 百万円    建物及び構築物 3,030 百万円  

  器具及び備品 655 百万円    器具及び備品 589 百万円  

  土地 813 百万円    土地 176 百万円  

  その他固定資産 484 百万円    長期差入保証金 94 百万円  

  上記資産の撤去費用 853 百万円    その他固定資産 179 百万円  

  計 6,862 百万円    上記資産の撤去費用 744 百万円  

       計 4,815 百万円  

          

    

    



－２４－ 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
 自 平成１５年２月２１日   自 平成１６年２月２１日  
 
（ 
至 平成１６年２月２０日 

） 
  

（ 
至 平成１７年２月２０日 

） 
 

1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲 

掲記されている科目の金額との関係 記されている科目の金額との関係 

（平成１６年２月２０日現在） （平成１７年２月２０日現在） 

  

現金及び預金勘定 72,460 百万円  現金及び預金勘定 99,346 百万円  

預入期間が３ヶ月を  預入期間が３ヶ月を  

超える定期預金 △ 330 百万円  超える定期預金 △ 745 百万円  

ＭＭＦ等 13,101 百万円  ＭＭＦ等 12,002 百万円  

 現金及び現金同等物 85,232 百万円   現金及び現金同等物 110,603 百万円  

        

       

  

2.株式の取得により新たに連結子会社となった会社の 2.営業の譲受けにより増加した資産及び負債の主な内訳 

資産及び負債の主な内訳  

株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開 流動資産 236 百万円 

始時の資産及び負債の主な内訳並びに株式の取得価 固定資産 217 百万円 

 額と取得のための支出（純額）との関係  営業権  200 百万円  

  資産合計 654 百万円  

 シーケー東北㈱    （平成１５年３月１日現在）  流動負債 13 百万円  

 流動資産 1,043 百万円    負債合計 13 百万円  

 固定資産 2,117 百万円   

 連結調整勘定 622 百万円  3.合併により引き継いだ資産及び負債の主な内訳 

 流動負債 △2,993 百万円   流動資産 2,851 百万円  

 固定負債 △769 百万円   固定資産 784 百万円  
 シーケー東北社株式の   資産合計 3,636 百万円  
 取得価額 

20 百万円 
  流動負債 2,470 百万円  

 シーケー東北社現金及び   固定負債 276 百万円  
  現金同等物 

 △274 百万円 
   負債合計 2,747 百万円  

      
 
 差引：シーケー東北社取得の
ための収入 

 △254 百万円 
     

     

     

 ㈱鈴丹       （平成１６年２月２９日現在）  

 流動資産 3,967 百万円      

 固定資産 8,671 百万円      

 連結調整勘定 617 百万円      

 流動負債 △9,042 百万円      

 固定負債 △2,124 百万円      
 少数株主持分 △588 百万円      
 鈴丹社株式の取得価額 1,500 百万円      
 鈴丹社現金及び現金同等物 △1,404 百万円      
    
 
 差引：鈴丹社取得の 
 ための支出 

 96 百万円 
  
  

 

     



－２５－ 

 

前連結会計年度 当連結会計年度 
 自 平成１５年２月２１日   自 平成１６年２月２１日  
 
（ 
至 平成１６年２月２０日 

） 
  

（ 
至 平成１７年２月２０日 

） 
 

3.営業の譲受けにより増加した資産及び負債の主な内訳   

 流動資産 3,469 百万円      

 固定資産 5,618 百万円      

 資産合計 9,087 百万円      

 流動負債 2,894 百万円      

 固定負債 769 百万円      

  負債合計 3,663 百万円      

        

  

 



－２６－ 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

 自 平成１５年２月２１日   自 平成１６年２月２１日  
 
（ 
至 平成１６年２月２０日 

） 
  

（ 
至 平成１７年２月２０日 

） 
 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引 もの以外のファイナンス・リース取引 

 （借手側） 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 

相当額及び期末残高相当額 （単位：百万円）  相当額及び期末残高相当額  （単位：百万円） 

  取得価額 減価償却 期末残高    取得価額 減価償却 期末残高  

  相当額 累計額相当額 相当額    相当額 累計額相当額 相当額  

 器具及び備品 59,294 32,326 26,968   器具及び備品 53,032 27,979 25,052  

 その他 5,139 2,036 3,103   その他 4,940 1,961 2,978  

 合計 64,434 34,362 30,071   合計 57,972 29,940 28,031  

  

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 ９，６１１百万円   １ 年 内 ８，８２８百万円  

 １ 年 超 ２１，２５１百万円   １ 年 超 １９，９６３百万円  

 合   計 ３０，８６２百万円   合   計 ２８，７９１百万円  

  

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 

相当額 相当額 

 支払リース料 １１，６８７百万円   支払リース料 １１，４０９百万円  

 減価償却費相当額 １０，８８０百万円   減価償却費相当額 １０，６９９百万円  

 支払利息相当額 ７９８百万円   支払利息相当額 ７２４百万円  

  

④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を ④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を 

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ 耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ 

っている。 っている。 

  

⑤利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース ⑤利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース 

物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、 物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、 

各期への配分方法については、利息法によってい 各期への配分方法については、利息法によってい 

る。 る。 

  



－２７－ 

前連結会計年度 当連結会計年度 
 自 平成１５年２月２１日   自 平成１６年２月２１日  
 
（ 
至 平成１６年２月２０日 

） 
  

（ 
至 平成１７年２月２０日 

） 
 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

 もの以外のファイナンス・リース取引 

 （貸手側） 

 ①未経過リース料期末残高相当額 

     １ 年 内 ８３百万円  

     １ 年 超 １５９百万円  

     合   計 ２４２百万円  

  

 （注）上記は、転貸リース取引に係る貸手側の未経過 

   リース料期末残高相当額である。 

   なお、当該転貸リース取引は概ね、同一の条件で第 

   三者にリースしているので、ほぼ同額の残高が上記 

 借手側の未経過リース料期末残高相当額に含まれて 

 ている。 

  

 2.オペレーティングリース取引に係る未経過リース料 

     １ 年 内 １４，７２６百万円  

     １ 年 超 １２９，１８６百万円  

     合   計 １４３，９１３百万円  

  

  

 



－２８－ 

（有価証券関係） 

前連結会計年度 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１６年２月２０日） 

 取得原価 連結貸借対照表 差  額 

 
種  類 

（百万円） 計上額（百万円） （百万円） 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ５,５２６ １２,５４７ ７,０２０ 

取得原価を超えるもの (２)債券    

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 ２,０３７ ２,０９８ ６１ 

 ③その他 ― ― ― 

 (３)その他 ４８ ５２ ３ 

 小計 ７,６１２ １４,６９８ ７,０８６ 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ３３７ ３０２ △ ３４ 

取得原価を超えないもの (２)債券    

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 ２,１１６ ２,０４３ △ ７３ 

 ③その他 ― ― ― 

 (３)その他 ― ― ― 

 小計 ２,４５４ ２,３４５ △ １０８ 

合  計 １０,０６６ １７,０４４ ６,９７７ 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成１５年２月２１日 至平成１６年２月２０日） 
売却額（百万円）  売却益の合計額（百万円）  売却損の合計額（百万円） 

３,３３８  １，７５２  １０ 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１６年２月２０日） 

（１）満期保有目的の債券 

非上場国内債券 ６百万円 

 

（２）その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） １,１９６百万円 

ＭＭＦ等 １３,１０１百万円 

      

  ４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１６年２月２０日） 

１年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 １0年超 
区    分 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

(１)債券     

①国債・地方債等 ― ― ― ― 

②社債 ５００ ２,４０９ ９５９ ２７８ 

③その他 ― ― ― ― 

(２)その他 ― ― ― ― 

合    計 ５００ ２,４０９ ９５９ ２７８ 

 

５．当連結会計年度において、その他有価証券について４１６百万円、子会社及び関連会社株式について 

１４６百万円の減損処理を行っている。



－２９－ 

当連結会計年度 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１７年２月２０日） 

 取得原価 連結貸借対照表 差  額 

 
種  類 

（百万円） 計上額（百万円） （百万円） 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ５,７４５ １４,６８６ ８,９４０ 

取得原価を超えるもの (２)債券    

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 １,４３８ １,５０１ ６２ 

 ③その他 ― ― ― 

 (３)その他 ４８ ５９ １０ 

 小計 ７,２３２ １６,２４６ ９,０１３ 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 １８５ １７２ △ １３ 
取得原価を超えないもの (２)債券    

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 １,３０１ １,１９５ △ １０５ 

 ③その他 ８１５ ８０２ △ １３ 

 (３)その他 ― ― ― 

 小計 ２,３０２ ２,１６９ △ １３３ 

合  計 ９,５３５ １８,４１５ ８,８８０ 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成１６年２月２１日 至平成１７年２月２０日） 
売却額（百万円）  売却益の合計額（百万円）  売却損の合計額（百万円） 

８７７  ４１４  ２ 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１７年２月２０日） 

（１）満期保有目的の債券 

非上場国内債券 ６百万円 

 

（２）その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） ８６５百万円 

非上場外国債券 ２００百万円 

ＭＭＦ等 １２,００２百万円 

      

  ４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１７年２月２０日） 

１年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 １0年超 区    分 
（百万円） 

（百万円） （百万円） （百万円） 

(１)債券     

①国債・地方債等 ― ６ ― ― 

②社債 ７９９ １,５１７ ９２９ ３００ 

③その他 ― ― ２００ ― 

(２)その他 ― ― ― ― 

合    計 ７９９ １,５２３ １，１２９ ３００ 

 

５．当連結会計年度において、その他有価証券について３０９百万円、子会社及び関連会社株式について 

９９百万円の減損処理を行っている。 



－３０－ 

（デリバティブ取引関係） 

１.取引の状況に関する事項 

自 平成１５年２月２１日  自 平成１６年２月２１日 
前連結会計年度 ( 

至 平成１６年２月２０日 
) 
 

当連結会計年度 ( 
至 平成１７年２月２０日 

) 

 当社及び連結子会社は、外貨建営業取引に係る将来の  当社及び連結子会社は、外貨建営業取引に係る将来の 
為替相場の変動による損失を回避する目的で、為替予約 為替相場の変動による損失を回避する目的で、為替予約 
取引及び通貨オプション取引を利用している。 取引及び通貨オプション取引を利用している。 
また、当社及び連結子会社は、長期借入金の支払利息 また、当社及び連結子会社は、長期借入金の支払利息 
に関し、将来の金利変動による損失を回避する目的で、 に関し、将来の金利変動による損失を回避する目的で、 
金利スワップ取引及び金利キャップ取引を利用してい 金利スワップ取引及び金利キャップ取引を利用してい 
る。 る。 
なお、これらのデリバティブ取引は、為替相場の変動に なお、これらのデリバティブ取引は、為替相場の変動に 
よるリスクまたは、市場金利の変動によるリスクを有し よるリスクまたは、市場金利の変動によるリスクを有し 
ている。 ている。 
また、当社及び連結子会社は大手金融機関を取引相手 また、当社及び連結子会社は大手金融機関を取引相手 
として、デリバティブ取引を行っており、信用リスクは として、デリバティブ取引を行っており、信用リスクは 
ないと判断している。 ないと判断している。 
当社及び連結子会社には、デリバティブ業務に関する 当社及び連結子会社には、デリバティブ業務に関する 
権限規程及び取引限度額等を定めた取引管理規程があ 権限規程及び取引限度額等を定めた取引管理規程があ 
り、これらの規程に基づいてデリバティブ取引が行われ り、これらの規程に基づいてデリバティブ取引が行われ 
ている。 ている。 
また、日常におけるデリバティブ業務については、市 また、日常におけるデリバティブ業務については、市  
場価格の変動に晒されている対象物に対してのみデリ 場価格の変動に晒されている対象物に対してのみデリ 
バティブ取引が行われているかを、当社及び連結子会社 バティブ取引が行われているかを、当社及び連結子会社 
の関連部署でチェックしている。 の関連部署でチェックしている。 
  
  

 

２．取引の時価に関する事項 

前連結会計年度 

当社グループは、ヘッジ会計が適用されているもの以外については、デリバティブ取引を全く利用してい 

ないので、該当事項はない。 

 

 

当連結会計年度 

当社グループは、ヘッジ会計が適用されているもの以外については、デリバティブ取引を全く利用してい 

ないので、該当事項はない。 
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（退職給付関係） 
 
１．採用している退職給付制度の概要 
  当社及び主な国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度あるいは退職
一時金制度を設けている。 
 

２．退職給付債務に関する事項 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 （平成 16年 2月 20 日現在）（百万円） （平成 17年 2月 20 日現在）（百万円） 

イ．退職給付債務 △２０１,４４４  △２０７,５３９  
ロ．年金資産 ９７,９７９  １０５,５１７  
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △１０３,４６４  △１０２,０２２  
ニ．会計基準変更時差異未処理額 １９８  １８２  
ホ．未認識数理計算上の差異 ５２,２７８  ４７,３２６  
ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） △ １３,４５７ (注)２ △ １２,２６６ (注)２ 
ト．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ ６４,４４４  △ ６６,７８０  

 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 （平成 16 年 2 月 20 日） （平成 17 年 2 月 20 日） 

（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載し （注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載し 
     ている。      ている。 

２．提出会社及び9社を除く国内連結子会社 ２．提出会社及び11 社を除く国内連結子会 
は、確定給付企業年金法の施行に伴い、 社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、 
厚生年金基金の代行部分について、平成 厚生年金基金の代行部分について、平成 
１５年２月１７日に厚生労働大臣から将 １５年２月１７日に厚生労働大臣から将 
来分支給義務免除の認可を受けた。 来分支給義務免除の認可を受けた。 
  当連結会計年度末日現在において測定   当連結会計年度末日現在において測定 
された返還相当額（最低責任準備金）は された返還相当額（最低責任準備金）は 
５０，５７１百万円であり、当該返還相 ４９，９５５百万円であり、当該返還相 
当額（最低責任準備金）の支払が、当連 当額（最低責任準備金）の支払が、当連 
結会計年度末日に行われたと仮定して、 結会計年度末日に行われたと仮定して、 
「退職給付会計に関する実務指針（中間 「退職給付会計に関する実務指針（中間 
報告）」（日本公認会計士協会会計制度委 報告）」（日本公認会計士協会会計制度委 
員会報告第１３号）第４４－２項を適用 員会報告第１３号）第４４－２項を適用 
した場合に生ずる損益は、特別利益３４， した場合に生ずる損益は、特別利益３９， 
７２０百万円が見込まれる。 ９５４百万円が見込まれる。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 (自平成15年2月21日 至平成16年2月20日) (自平成16年2月21日 至平成17年2月20日) 

 （百万円） （百万円） 
イ．勤務費用 ３,７９１ （注） ３,８７９ （注） 
ロ．利息費用 ３,９１４  ４,０５０  
ハ．期待運用収益 △   ３,３２７  △   ３,９２１  
ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ―  １６  
ホ．数理計算上の差異の費用処理額 ７,１１０  ６,３２９  
ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △   １,６２８  △   １,６５４  
ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） ９,８６０  ８,６９９  

 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 （平成 16 年 2 月 20 日） （平成 17 年 2 月 20 日） 

（注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し （注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し 
   ている。    ている。 
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 (自平成15年2月21日 至平成16年2月20日) (自平成16年2月21日 至平成17年2月20日) 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同  左 
   
ロ．割引率 １.５％～２.５％ １.５％～２.０％ 
 なお、期首割引率は２.０％である。 なお、期首割引率は１.５％～２.５ 
  ％である。 
   
ハ．期待運用収益率 ３.０％～４.０％ 同  左 
   
ニ．過去勤務債務の処理年数 １０年（発生時の従業員の平均残存 ６年～１０年（発生時の従業員の平 
 勤務期間以内の一定の年数による 均残存勤務期間以内の一定の年数 
 定額法による。） による定額法による。） 
   
ホ．数理計算上の差異の処理年数 ５年～１０年（発生時の従業員の平 同  左 
 均残存勤務期間以内の一定の年数  
 による定額法により翌連結会計年  
 度から費用処理することとしてい  
 る。）  
   
へ．会計基準変更時差異の処理年数 連結子会社１社については、１５年 同  左 
 で処理している。  
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（税効果会計関係） 
前連結会計年度 当連結会計年度 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 1.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 
（1）流動の部 （1）流動の部 
繰延税金資産 繰延税金資産 
 繰越欠損金 3,520 百万円  賞与引当金限度超過 1,678 百万円  
 賞与引当金限度超過 1,449 百万円  繰越欠損金 963 百万円  
 従業員厚生費拠出金 673 百万円  従業員厚生費拠出金 662 百万円  
 未払金否認 666 百万円  未払事業税 626 百万円  
 その他 2,339 百万円  その他 1,907 百万円  
 繰延税金資産小計 8,648 百万円  繰延税金資産小計 5,838 百万円  
 評価性引当額 △2,971 百万円  評価性引当額 △1,074 百万円  
 繰延税金資産合計 5,676 百万円  繰延税金資産合計 4,764 百万円  
 繰延税金負債との相殺 △  0 百万円   繰延税金負債との相殺 △  24 百万円  
 繰延税金資産の純額 5,676 百万円   繰延税金資産の純額 4,740 百万円  
  
繰延税金負債 繰延税金負債 
 その他有価証券評価差額金 △  0 百万円   その他有価証券評価差額金 △  24 百万円  
 繰延税金負債合計   0 百万円   その他 △  0 百万円  
 繰延税金資産との相殺 △  0 百万円   繰延税金負債合計  24 百万円  
 繰延税金負債の純額   －百万円   繰延税金資産との相殺 △  24 百万円  
     繰延税金負債の純額    －百万円  
        
（2）固定の部 （2）固定の部 
繰延税金資産 繰延税金資産 
 退職給付引当金限度超過 26,425 百万円   退職給付引当金限度超過 26,541 百万円  
 繰越欠損金 6,372 百万円   繰越欠損金 5,134 百万円  
 投資有価証券評価損 3,178 百万円   投資有価証券評価損 3,243 百万円  
 長期前受収益否認 2,129 百万円   長期貸倒引当金限度超過 1,811 百万円  
 長期貸倒引当金限度超過 2,012 百万円   未実現利益（固定資産） 1,206 百万円  
 その他  2,940百万円   その他  1,914 百万円  
 繰延税金資産小計 43,059 百万円   繰延税金資産小計 39,851 百万円  
 評価性引当額 △8,905百万円   評価性引当額 △6,834 百万円  
 繰延税金資産合計 34,153 百万円   繰延税金資産合計 33,017 百万円  
 繰延税金負債との相殺 △5,700百万円   繰延税金負債との相殺 △6,378 百万円  
 繰延税金資産の純額 28,453 百万円   繰延税金資産の純額 26,639 百万円  
        
繰延税金負債 繰延税金負債 
 その他有価証券評価差額金 △2,806百万円   その他有価証券評価差額金 △3,548 百万円  
 固定資産圧縮積立金 △2,750百万円   固定資産圧縮積立金 △2,688 百万円  
 その他 △ 202百万円   その他 △ 194 百万円  
 繰延税金負債合計 5,760 百万円   繰延税金負債合計 6,431 百万円  
 繰延税金資産との相殺 △5,700百万円   繰延税金資産との相殺 △6,378 百万円  
 繰延税金負債の純額 59 百万円   繰延税金負債の純額 52 百万円  
        
2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 
率との差異原因 率との差異原因 
  
 法定実効税率 ４１.６％   法定実効税率 ４１.６％  
 （調整）    （調整）   
 住民税均等割等 ３.２％   住民税均等割等 ３.０％  
 連結調整勘定償却 ２.３％   実効税率変更等 ２.６％  
 評価性引当額 １.３％   連結調整勘定償却 １.１％  
 交際費等損金不算入額 ０.７％   持分法による投資利益 △ ０.９％  
 その他 △ ０.７％   その他 △ １.１％  
 税効果会計適用後の    税効果会計適用後の   
     法人税等の負担率 ４８.４％       法人税等の負担率 ４６.３％  
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 

前連結会計年度（自平成１５年２月２１日 至平成１６年２月２０日）           

 
 

総合小売業 
コンビニエ 
ンスストア 

専門店 その他 計 
消去又は 
全  社 

連  結 

 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ営業収益及び営業損益        
営業収益        
（１）外部顧客に対する        

営業収益 881,147 169,501 101,744 15,175 1,167,568 － 1,167,568 
（２）セグメント間の        

内部営業収益  3,660 － － 15,465 19,126 (19,126) － 
又は振替高        

計 884,808 169,501 101,744 30,640 1,186,694 (19,126) 1,167,568 
営業費用 867,849 147,863 99,151 28,193 1,143,057 (19,155) 1,123,901 
営業利益 16,958 21,638 2,593 2,446 43,636 29 43,666 
Ⅱ資産、減価償却費及び        
資本的支出        
資産 567,873 214,051 87,477 81,694 951,097 (28,836) 922,261 
減価償却費 18,425 8,878 1,464 907 29,675 －  29,675 
資本的支出 25,529 10,887 4,960 998 42,375 － 42,375 

 

当連結会計年度（自平成１６年２月２１日 至平成１７年２月２０日）           

 
総合小売業 

コンビニエ 
ンスストア 

専門店 その他 計 
消去又は 
全  社 

連  結 

 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ営業収益及び営業損益        
営業収益        
（１）外部顧客に対する        

営業収益 874,756 176,841 127,600 12,099 1,191,298 － 1,191,298 
（２）セグメント間の        

内部営業収益  3,367 1 － 16,368 19,737 (19,737) － 
又は振替高        

計 878,124 176,843 127,600 28,468 1,211,036 (19,737) 1,191,298 
営業費用 865,400 153,640 125,577 24,653 1,169,270 (19,767) 1,149,503 
営業利益 12,724 23,202 2,023 3,815 41,765 29 41,795 
Ⅱ資産、減価償却費及び        
資本的支出        
資産 616,404 219,911 87,825 92,937 1,017,078 (34,769) 982,309 
減価償却費 19,340 8,331 2,203 837 30,713 －  30,713 
資本的支出 45,156 19,541 2,664 2,523 69,886 － 69,886 
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（注）１．事業区分の方法 

事業の区分の方法は、グループ内の事業展開を基準として区分している。 

２．各事業区分の主要な内容 

・総合小売業…………………… 衣料品、住居関連品、食料品等の小売業 

・コンビニエンスストア……… フランチャイズシステムを主とするコンビニエンスストア事業 

・専門店………………………… 呉服、婦人服、紳士服等の専門小売業 

・その他………………………… クレジットの取扱業務・保険代理業・リース取引、警備・清掃 

・保守業務、不動産事業等 

３．営業収益は、売上高及び営業収入の合計額である。 
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【所在地別セグメント情報】 
 

前連結会計年度（自平成１５年２月２１日 至平成１６年２月２０日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％ 

を超えているため、所在地別セグメントの情報の記載を省略している。 

 

当連結会計年度（自平成１６年２月２１日 至平成１７年２月２０日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％ 

を超えているため、所在地別セグメントの情報の記載を省略している。 

 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成１５年２月２１日 至平成１６年２月２０日） 

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

 

当連結会計年度（自平成１６年２月２１日 至平成１７年２月２０日） 

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

 

 

【関連当事者との取引】 

 

該当事項なし。 

 

 
（１株当たり情報） 
項    目 前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 １，１３２円０１銭  １，１７７円１５銭  
     
１株当たり当期純利益 ５１円１３銭  ５６円８４銭  
     
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
（注）1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額については、潜在株式がないため記載していない。 
      2.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 
 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
１株当たり当期純利益金額     
当期純利益（百万円） ９，８２７  １０，８７８  
普通株主に帰属しない金額（百万円） １６０  １３４  
（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） １６０  １３４  
普通株式に係る当期純利益（百万円） ９，６６７  １０，７４４  
普通株式の期中平均株式数（千株） １８９，０８０  １８９，０２８  
   

 


